
＝療養・育児・介護による就労調整時の標準報酬月額の特例改定＝

シフト制では、雇用契約締結時点で具体的な勤務日
や勤務時間が決まっていない場合もあります。

一方、始業・終業時刻が決まっている場合は、その具
体的な時刻を明示する必要があります。

そのため、「勤務時間はシフトによる」とだけ記載する
のではなく、原則的な勤務時間を示したうえで、
シフト表を交付するなど、具体的な勤務時間
や決め方を明確にしておくことが重要です。

シフト制で働く労働者についても、使用者の責めに帰
すべき事由による休業の場合には、平均賃金の60％
以上の休業手当が必要とされています。

シフト制であっても、休業手当についての取扱いが異
なるわけではありません。
そのため、確定したシフトを使用者側の都合
で取り消したり、勤務日数を減らす場合に
は、休業手当の対象となります。

シフト制では、勤務日や勤務時間を柔軟に設定することができますが、いったん
確定したシフト上の労働日や労働時間を変更することは、労働条件の変更とな
ります。
そのため、使用者が一方的に変更するのではなく、労働者双方との合意
によって変更することが基本となります。
また、シフトを作成・変更する際には、あらかじめ労働者と使用者で十分に
話し合い、変更の期限や手続等を決めておくことが望ましいとされています。

「ビタミンM」はメールでの配信も可能です。「kcr@nkgr.co.jp」に＜事業所名・お名前・メール配信希望＞をご記入の上、メールをお送りください。
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「ビタミンM」の内容に関しては、分かりやすく簡潔に表現することを心掛けておりますので、情報のすべてを正確に表すことができない場合があります。
このような場合において、内容が不正確であったこと、および誤植があったことによる生じたいかなる損害に対しても、当事務所は一切の責任を負いませんのでご了承ください。
また「ビタミンM」の内容は、作成日現在において有効な情報です。制度や法律は変更されますので、ご利用日時点での内容を官公庁等にご確認ください。

作成日：2026.9.15

ビタミンＭの“Ｍ”とは、“Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ”を指し、“お客様の経営に効く”
“お客様に活力を与える”存在でありたいとの願いが込められています

＝「シフト制」の雇用管理で押さえておきたいポイント＝
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・「シフト制」の雇用管理で押さえておきた
いポイント
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療養、育児又は介護と仕事を両立するため、勤務時間の短縮や時間外労働の抑制などを行った結果、給与が大きく減少する場合があり
ます。通常、社会保険の標準報酬月額を変更する「随時改定」では、一定期間の報酬を確認する必要がありますが、2027年1月からは、
一定の要件を満たす場合に、より速やかに標準報酬月額を改定できる特例措置が開始されます。
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特例措置を利用するための主な要件

いわゆる「シフト制」は、勤務日や勤務時間を柔軟に設定できる一方、決定・変更の方法などが不明確な場合、労働紛争につながる可能性
があります。シフト制で就業する労働者の適切な労務管理を行い、シフト制での働き方を労使双方にとってメリットのあるものとするため、
厚生労働省の『いわゆる「シフト制」により就業する労働者の適切な雇用管理を行うための留意事項』が2026年6月に改正されました。

通常の随時改定との違い

特例措置を利用するためには、以下の要件を満たす必要があります。

① 療養・育児・介護と仕事を両立するための就労調整を行っていること

② 就労調整により標準報酬月額が2等級以上低下し、その状態が3か月以上続くことが見込まれること

③ 特例措置による改定について、本人から書面による同意を得ていること

なお、報酬が減少した初月の支払基礎日数が原則17日未満となる場合などは、特例措置の対象外となります。

通常の随時改定では、固定的賃金の変動があることなどを要件として、継続した3か月間の報酬をもとに標準報酬月額を改定します。
一方、今回の特例措置では、固定的賃金の変動の有無にかかわらず、療養・育児・介護を理由とした就労調整により報酬が2等級以
上低下した場合には、報酬が減少した初月の報酬をもとに、標準報酬月額を改定することが可能となります。

特例措置の対象となる療養・育児・介護

【療養】 被保険者本人が傷病の治療等を行う場合だけでなく、家族の傷病に伴い看護等の必要な対応を行う場合も対象となります。
【育児】 小学校就学前の子どもを養育する場合が対象となります。
【介護】 要介護認定又は要支援認定を受けている家族を介護する場合が対象となります。

これらの事情と仕事を両立するために、所定労働時間の短縮や時間外労働の抑制などの就労調整を行ったことが前提となります。

利用時の注意点

特例措置により標準報酬月額が下がることで、社会保険料の負担は軽減される一方、将来の年金額・傷病手当金・出産手当金
に影響する可能性があります。そのため、制度の内容について本人に十分説明し、事前に同意を得ることが必要です。
また、勤務時間を元に戻すなど就労調整が終了し、報酬が2等級以上上昇した場合には、速やかに届出を行う必要があります。

確定後のシフト変更
は自由にできるの
でしょうか？

労働条件通知書には
『勤務時間はシフトに
よる』とだけ記載すれ
ば大丈夫でしょうか？

シフトが減って、勤
務できなくなった場
合、給与の補償は
必要でしょうか？
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